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明 細 書

発明の名称 ：耐疲労特性に優れたばね鋼及びその製造方法

技術分野
[0001 ] 本発明は、自動車の懸架装置などに使用されるばね用鋼とその製造方法と

に関する。

本発明は特に、 R E M介在物の生成を制御 して、アルミナ、 Τ ί Ν 、 M n

S 等の有害な介在物の悪影響を解消 し、優れた耐疲労特性を有するばね鋼と

その製造方法に関する。

背景技術
[0002] ばね鋼は、自動車の懸架装置の懸架ばね等に使用されるもので、高い疲労

強度が要求される。

特に近年、排ガス低減や燃費改善を目的として、自動車の軽量化や高出力

化の要望が高まり、エンジンやサスペ ンシ ョン等に用いられる懸架ばねは、

高応力設計が志向されている。

[0003] そのため、ばね鋼は、高強度化及び細径化 していく方向にあり、負荷応力

は益々増大することが予想されている。

このため、疲労強度がより高く、耐へたり性に一段と優れた高性能のばね

鋼が求められている。

[0004] ばね鋼の耐疲労特性ゃ耐へたり性を損ねる原因のひとつに、鋼材中に存在

する、アルミナや T i N などの硬質の非金属介在物、及び、M n S などの粗

大な介在物 （以下、これらを介在物と呼称する）がある。

これらの介在物は応力の集中起点となり易い。

[0005] また、懸架ばねの表面塗装が剥離 して露出した素材表面が腐食 し、付着 し

た水分から水素が鋼中に侵入して疲労強度が低下する場合がある。

この場合、介在物が水素の トラップサイ トとなって水素が鋼中に集積 し易

くなる。

このため、介在物自身と水素の影響が重畳 して、疲労強度を低下させる原



因となる。

[0006] こうした観点から、ばね鋼の耐疲労特性ゃ耐へたり性を改善するため、鋼

材中に存在するアルミナ、M n S 、及び、 T i N を極力低減することが必要

である。

[0007] アルミナ介在物は、転炉や真空処理容器で精鍊された溶鋼中に多量の溶存

酸素が含まれるために、この過剰酸素が酸素と親和力の強いA I により脱酸

されて生成する。

また、取鍋などは、アルミナ系耐火物で構築される場合が多い。

従って、 A I 脱酸でなく、 S ί やM n で脱酸 した場合においても、溶鋼と

耐火物との反応により、耐火物であるアルミナが解離 し、溶鋼中にA I とし

て溶出する。

そして、この溶出したA I が再酸化されて溶鋼中にアルミナが生成する。

[0008] 溶鋼中のアルミナ介在物は、凝集 合体 してクラスタ一化 し易い。

このクラスタ一化 したアルミナ介在物は、製品に残留 して疲労強度に重大

な悪影響を及ぼす。

[0009] そこで、アルミナ介在物の低減 除去のために、 R H真空脱ガス装置や粉

体吹き込み装置などの二次精鍊装置の適用による脱酸生成物の低減を中心と

して、

( 1 ) 断気、スラグ改質などによる再酸化防止、

( 2 ) スラグカツ卜による混入酸化物系介在物の低減

などの組合せにより介在物を低減 し、高清浄化を図つてきた。

[001 0] 一方、アルミナ系介在物を改質 し微細化、無害化する技術としては、特許

文献 1 に開示されるように、溶鋼中にM g 合金を添加することにより、アル

ミナを、スピネル （M g O A I 20 3) 又はM g 0 に改質する方法が知られて

いる。

この方法によれば、アルミナの凝集による粗大化を防止 し、鋼材品質に対

するアルミナの悪影響を回避することができる。

[001 1] ただし、この方法では、酸化物系介在物における結晶相の存在により熱間



圧延時の軟質化や伸線加工時の介在物 の破砕性 が十分でない。

このため、介在物 の小型化 は不十分 となる。

[001 2] これ に対 し、特許文献 2 では、鋼線材の長手方向縦断面 における厚み 2

m以上の S i 0 2 - A I 20 3_ C a 0 系酸化物 の平均組成 を、 S ί 0 2 : 3 0 ~

6 0 % 、 A I 20 3 ： ~ 3 0 C a 0 ： 1 0 ~ 5 0 % と し、複合系酸化物 の

融点 を、 1 4 0 0 °C 以下、好 ま しくは 1 3 5 0 °C 以下 に制御 した上で、 さ ら

に、 これ らの酸化物 に、 B 2O 3 : 0 . 1 ~ 1 0 % を含有 させて、酸化物系介在

物 を微細 に分散 させ、伸線加工性や疲 労強度 を顕著 に向上 させ ることが提案

されている。

[001 3] しか し、 このような B 20 3の添加 は、 C a 0 _ A I 20 3_ S ί 0 2や C a 0 _

A I 20 3 - S i 0 2_ M g 0 2系複合酸化物 の結晶化の抑制 には有効 であるが、

ばね鋼 の疲 労蓄積源 とな り破壊起点 となるアル ミナ クラスタ一や Τ ί N 、 M

n S の抑制又 は無害化 には有用であるとはいえない。

[0014] また、酸可溶 A I で 0 . 0 0 5 質量 0/ 0以上 を含有 する A I キル ド鋼 を製造

するにあた り、溶鋼 中に、 C a 、 M g 及び R E M の 2 種以上 とA I とか らな

る合金 を投入 し、生成 する介在物 中の A I 20 3を 3 0 ~ 8 5 質量％ に調整 する

クラスタ一のない A I キル ド鋼 の製造方法が知 られている。

[001 5] 例 えば、特許文献 3 に開示 され るように、 R E M を添加する場合、 アル ミ

ナ クラスタ一生成 防止のため、 R E M 、 M g 、 C a か ら選択 された 2 種以上

を添加することによ り、低融点の複合介在物 とする。

この技術 は、 ス リバ一疵 防止 には有効 かも しれないが、介在物 を、 ばね鋼

で要求 され る レベルのサイズまで低減 することはで きない。

これは、低融点介在物 にすると、 これ ら介在物 が凝集 合体 して、 よ り粗

大化 して しまうか らである。

[001 6] R E M の 0 . 0 1 0 質量％ を超 える添加 は介在物 を増加 させ、 かえ って、

疲 労寿命 を低下 させ るので、例 えば、特許文献 4 に開示 され るように、 R E

M 添加量 を 0 . 0 1 0 質量％以下 にする必要があることも知 られている。

しか し、特許文献 4 には、 そのメカニズムや介在物 の組成及び存在状態 に



ついては開示 されていない。

[001 7] また、 M n S な どの硫化物 は、圧延な どの加工 によ り延伸 し、疲労蓄積源

とな つて破壊起点 とな り、耐疲労特性 を劣化 させる。

よって、耐疲労特性 を改善するため、延伸する硫化物 を抑制する必要があ

る。

硫化物の生成 を防止する方法 と して、 C a を添加 して脱硫する方法が知 ら

れている。

しか し、 C a の添加 によ り形成 される A I _ C a _ 0 は延伸 し易 く、疲労

蓄積源や破壊起点 とな り易いという問題がある。

[001 8] また、 T i N は、非常に硬質でかつ尖 った形状で析 出するため、疲労蓄積

源 とな つて破壊起点 とな り、耐疲労特性 に対 して影響が大 きい。

[001 9 ] 例 えば、特許文献 5 に開示 されるように、 丁 が 0 . 0 0 1 質量％を超 え

ると耐疲労特性が悪化する。

その対策 と して、 Τ ί を 0 . 0 0 1 質量％以下に調整することが重要であ

るが、 Τ ί は、 S ί 合金 に含 まれてお り、不純物 と して混入を避 け られない

また、 Ν を溶鋼段階で混入させないことも必要 となるが、製鋼 コス トが高

くな って しまい現実的ではない。

先行技術文献

特許文献

[0020] 特許文献 1 ：曰本国特開平 0 5 — 3 1 1 2 2 5 号公報

特許文献2 ：日本国特開 2 0 0 9 — 2 6 3 7 0 4 号公報

特許文献3 ：曰本国特開平 0 9 — 2 6 3 8 2 0 号公報

特許文献4 ：曰本国特開平 1 1 - 2 7 9 6 9 5 号公報

特許文献 5 ：日本国特開 2 0 0 4 — 2 7 7 7 7 7 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題



[0021 ] 本発明の目的は、ばね鋼の耐疲労特性を損ねるアル ミナ、 T i N、及び、

M n S を無害化 して、耐疲労特性に優れたばね鋼 とその製造方法を提供する

と に

課題を解決するための手段

[0022] 本発明の要旨は、次の通 りである。

[0023] ( 1 ) 本発明の第一の態様は、化学組成が、質量％で、 C ：0 . 4 % ~ 0 .

9 %未満、 S i ： . 0 ~ 3 . 0 %、 M n ：0 . ~ 2 . 0 %、 A I ：

0 . 0 ~ 0 . 0 5 %、 R E M : 0 . 0 0 0 ~ 0 . 0 0 5 %、 T . 0

: 0 . 0 0 0 ~ 0 . 0 0 3 %、 T i : 0 . 0 0 5 %未満、 N : 0 . 0 1

5 %以下、 P ：0 . 0 3 %以下、 S ：0 . 0 3 %以下、 C r ：0 % ~ 2 . 0

%、 C u ：0 ~ 0 . 5 %、 N i ：0 ~ 3 . 5 %、 M o ：0 ~ . 0 %

、 W ：0 ~ . 0 %、 B ：0 ~ 0 . 0 0 5 %、 V ：0 ~ 0 . Ί 。/ 。、 N

b ：0 % ~ 0 . 0 5 %、 C a ：0 % ~ 0 . 0 0 2 0 %、残部 ：鉄及び不純物

であ り、 R E M、 0 、及び、 A I を含む介在物にT i N が付着 した、最大径

2 m以上の複合介在物を、 0 . 0 0 4 個 / m m 2 ~ 1 0 個 / m m 2含有 し、

前記複合介在物の最大径が 4 0 m以下であ り、最大径 1 O m以上のアル

ミナクラスタ一、最大長 1 0 m以上のM n S 、及び、最大径 I m以上の

T i N の合計の個数密度が 1 0 個 / m m 2以下のばね鋼である。

( 2 ) 上記 （1 ) に記載のばね鋼は、 C r ：0 . 0 5 %以上、 2 . 0 %以下

、 C u ：0 . %以上、 0 . 5 %以下、 N ί ：0 . %以上、 3 . 5 %以下

、 M o ：0 . 0 5 %以上、 1 . 0 %以下、W ：0 . 0 5 %以上、 1 . 0 %以

下、 B ：0 . 0 0 0 5 %以上、 0 . 0 0 5 %以下、 V ：0 . 0 5 %以上、 0

. 7 %以下、 N b : 0 . 0 0 5 %以上、 0 . 0 5 %以下、及びC a ：0 . 0

0 0 %以上、 0 . 0 0 2 0 %以下か らなる群か ら選択された 1種以上の元

素を含有 してもよい。

( 3 ) 本発明の第二の態様は、上記 （1 ) に記載の化学組成の溶鋼を、真空

脱ガスを含む取鍋精鍊で製造する際、 まず、 A I を用いて脱酸を行い、次い

で、 R E M を用いて、 5 分以上脱酸する工程 と、前記溶鋼を錶型内で錶造す



る際、前記錶型内で、前記溶鋼を、水平方向に 0 . 1 m/ 分以上で旋回させ

る工程と、前記錶造で得た錶片を、均熱化処理で、 1 2 5 0 ~ 1 2 0 0 °Cの

温度域で 6 0秒以上保持 し、その後、分塊圧延する工程と、を備える上記 （

) に記載のばね鋼の製造方法である。

( 4 ) 本発明の第三の態様は、上記 （1 ) に記載のばね鋼から成るばねであ

る。

発明の効果
[0024] 上記態様によれば、ばね鋼において、アルミナをR E M —A I _ 0 介在物

に改質 して粗大化を防止でき、かつ、 S をR E M —A I —0 —S介在物とし

て固定化 して粗大M n S を抑制 し、さらに、 R E M —A I _ 0 介在物又はR

E M - A I —0 —S の介在物にT i N を複合させることにより有害な単独の

T i N の個数密度を減 らすことができるので、耐疲労特性に優れたばね鋼を

提供することができる。

図面の簡単な説明

[0025] [ 図1] 本発明のばね鋼中に観察された、 R E M —A I _ 0 介在物にT i N が複

合析出した複合介在物の例を示す図である。

発明を実施するための形態

[0026] 本発明者 らは、従来技術の問題点を解決するために、鋭意実験、検討を重

ねた。

その結果、ばね鋼における有害介在物の抑制と形態を制御するため、 R E

Mの含有量を調整するとともに、脱酸プロセス及びばね鋼製造プロセスを制

御することにより、アルミナをR E M、 0 、及びA I を含む酸化物 （以下 「

R E M —A I _ 0 」ということがある。）へと改質 して酸化物の粗大化を防

止でき、かつ、 S をR E M、 0 、 S 、及び、 A I を含む酸硫化物 （以下 「R

E M —A I _ 0 _ S 」ということがある。）として固定化 して粗大M n S を

抑制 し、さらに、 R E M —A I —0 の介在物又はR E M —A I —0 —S の介

在物にT i N を複合させることにより有害なT i N の個数密度を減 らすこと

ができることを見出した。



[0027] 以下に、上述の知見に基づきなされた本発明の実施形態に係る耐疲労特性

に優れたばね鋼 とその製造方法 とを詳細に説明する。

[0028] まず、本実施形態に係るばね鋼の成分組成 とその限定理由について説明す

る。

なお、下記の元素の含有量に関する％は質量％を意味する。

[0029] C ：0 . 4 % 以上、 0 . 9 % 未満

C は、強度を確保するのに有効な元素である。

しか し、 C 含有量が 0 . 4 % 未満の場合、最終ばね製品に高い強度を付与

することが困難である。

—方、 C 含有量が 0 . 9 % 以上 となると、熱間圧延後の冷却過程で初析セ

メンタイ 卜が過剰に生成 して、加工性が著 しく劣化する。

[0030] したがって、 C 含有量は、 0 . 4 % 以上、 0 . 9 % 未満 とする。

C 含有量は、好ま しくは 0 . 4 5 % 以上、より好ま しくは 0 . 5 % 以上で

ある。

また、 C 含有量は、好ま しくは、 0 . 7 % 以下、より好ま しく0 . 6 % 以

下である。

[0031 ] S i ： . 0 % 以上、 3 . 0 % 以下

S ί は、焼入れ性を高めて疲労寿命を向上させるのに有効な元素であ り、

. 0 %以上含有させる必要がある。

—方、 S i 含有量が 3 . 0 % を超えると、パーライ ト中のフェライ 卜相の

延性が低下する。

[0032] S ί には、ばねにおいて重要な耐へた り特性を高める作用もあるが、 S i

含有量が 3 . 0 % を超えると、その効果は飽和 してコス トが嵩み、 また、脱

灰を助氏する。

したがって、 S ί 含有量は、 1 . 0 % 以上、 3 . 0 % 以下とする。

S i 含有量は、好ま しくは、 1 . 2 % 以上、より好ま しくは 1 . 3 % 以上

である。

また、 S i 含有量は、好ま しくは 2 . 0 % 以下、より好ま しくは 1 . 9 %



以下である。

[0033] M n ：0 . %以上、 2 . 0 %以下

M n は、脱酸及び強度確保のために有効な元素であり、 0 . 1 %未満の含

有量では、その効果が発現 しない。

—方、M n 含有量が 2 . 0 % を超えると、偏析が生 じ易くなり、偏析部に

ミクロマルテンサイ 卜が生成 して、加工性及び耐疲労特性が劣化する。

したがって、M n 含有量は、 0 . 1 %以上、 2 . 0 %以下とする。

M n 含有量は、好ましくは、 0 . 2 %以上、より好ましくは0 . 3 %以上

である。

また、M n 含有量は、好ましくは 1 . 5 %以下、より好ましくは 1 . 4 %

以下である。

[0034] R E M : 0 . 0 0 0 %以上、 0 . 0 0 5 %以下

R E Mは、強力な脱硫、脱酸元素であり、本実施形態に係るばね鋼におい

て、極めて重要な役割を果たす。

ここで、 R E M とは、原子番号が 5 7 のランタンから7 1 のルテシゥ厶ま

での 1 5 元素に、原子番号 2 のスカンジウムと原子番号 3 9 のイツ卜リウ

厶を加えた合計 1 7 元素の総称である。

[0035] R E Mは、まず、鋼中のアルミナと反応 し、アルミナ中の0 を奪い、 R E

M - A I _ 0 介在物が生成する。次いで、鋼中のS を吸収 して、 R E M —A

I _ 0 _ S 介在物が生成する。

[0036] 本実施形態に係るばね鋼におけるR E Mの機能は以下の通りである。

アルミナをR E M、 0 、及びA I を含む R E M —A I _ 0 へと改質 して酸化

物の粗大化を防止する。

A し R E M、 0 、及び、 S を含む R E M —A I —0 —S の形成により、

S を固定化 して粗大M n S の生成を抑制する。

また、 R E M —A I _ 0 又はR E M —A I —0 —S を核生成サイ 卜として

T i N が複合析出して、 R E M —A I - 0 - ( T i N ) 又はR E M —A I -

0 - S - ( T i Ν ) を主たる構造とする略球状の複合介在物が形成され、硬



質で尖がつた角型形状の単独の T i N の析出量を低減する。

[0037] ここで、 （Τ ί N ) は、 R E M —A I —0 又はR E M —A I —0 —S の表

面にT i N が付着 して複合化されていることを表す。

[0038] この R E M —A I - 0 - ( T i Ν ) 又はR E M —A I —0 —S — ( T i N

) を主たる構造とする複合介在物は、 T i N の単独析出物と異なり、例えば

、図 1 に示すように略球状化 していて、複合介在物の周囲で応力集中し難い

また、 R E M —A I —0 — ( Τ ί Ν ) 又はR E M —A I —0 —S — ( T i

N ) 複合介在物は、大きさが直径で 1 ~ 5 m であり、延伸粗大化やクラス

タ一化はしていない。

このため、破壊起点とならないので、無害介在物である。

[0039] ここで、略球状とは、例えば、図 1 に示すように、介在物表面の最大凹凸

が 0 . 5 m以下であり、かつ、介在物の長径を短径で割った値が 3 以下で

あることを意味する。

なお、 T i N が複合析出する理由は、 R E M —A I _ 0 又はR E M —A I

_ 0 _ S の結晶格子構造とT i N との結晶格子構造に類似する点が多いため

と推察される。

[0040] 本実施形態に係るばね鋼の R E M —A I _ 0 又はR E M —A I —0 —S に

、 T i は酸化物として含まれない。

これは、本実施形態に係るばね鋼の T . 0 (全酸素量）が低く、 Τ ί 酸化

物の生成が極めて少ないためであると考えられる。

また、介在物にT i が酸化物として含まれないので、 R E M —A I _ 0 又

はR E M —A I _ 0 _ S の結晶格子構造とT i N の結晶格子構造が類似 した

関係になったと考えられる。

[0041 ] さらに、 R E M は、アルミナをR E M —A I _ 0 に改質して凝集合体を抑

制することにより、粗大なアルミナクラスタ一を防止する機能を有する。

[0042] 以上の効果を発現させるためには、鋼に一定量以上の R E M を含有させて

、アルミナをR E M —A I _ 0 に改質する必要がある。



また、 S 量に応 じて、一定量以上のR E Mを鋼に含有させて、 R E M —A

I _ 0 _ S 介在物を形成 して、 S を固定する必要がある。

[0043] これらの観点から検討 した結果、 R E Mが 0 . 0 0 0 1 %未満では不十分

であることを実験的に知見 した。

従って、 R E M含有量は0 . 0 0 0 1 %以上、好ましくは0 . 0 0 0 2 %

以上、より好ましくは0 . 0 0 1 %以上、更に好ましくは0 . 0 0 2 %以上

とする。

—方、 R E M含有量が 0 . 0 0 5 % を超えると、不安定な付着物が耐火物

から脱落することによつて粗大な介在物が製品に混入 しゃすくなり、製品の

疲労強度が低下する。

従って、 R E M含有量は、 0 . 0 0 5 %以下、好ましくは0 . 0 0 4 %以

下、より好ましくは0 . 0 0 3 %以下とする。

[0044] A I ：0 . 0 1 %以上、 0 . 0 5 %以下

A I は、 卜一タル酸素を低減する脱酸元素として、また、鋼の結晶粒を調

整する元素として、 0 . 0 1 %以上、好ましくは0 . 0 2 %以上必要である

しか し、 0 . 0 5 % を超えると、結晶粒調整効果が飽和するだけでなく、

アルミナが多数残存するので好ましくない。

[0045] T . 0 (全酸素量） ：0 . 0 0 3 %以下

0 は、脱酸により鋼から除去される不純物元素であるが、残存することは

避けられない。 0 は、 R E M —A I —0 — ( T i N ) 又はR E M —A I —0

- S - ( T i N ) を主たる構造とする複合介在物を生成させる。

ただ し、 T . 0 が多くなり、特に0 . 0 0 3 % を超えると、アルミナなど

の酸化物が多数発生 し、疲労寿命が低下する。

[0046] 本実施形態に係るばね鋼において、 Τ ί 、 Ν、 Ρ 、及び、 S は不純物であ

り、以下のように制限される。

[0047] T i : 0 . 0 0 5 %未満

Τ ί は、 S ί 合金などから混入する不純物であり、 T i N などの角型形状



の粗大介在物 を形成する。

この粗大介在物は、破壊起点にな り易 く、 また、水素の 卜ラッピングサイ

卜にな り易いため、耐疲労特性 を劣化させる。

それ故、上記角型形状の粗大介在物の生成 を抑制することが非常に重要で

ある。

[0048] 本実施形態に係 るばね鋼 においては、 R E M —A I _ 0 又は R E M —A I

_ 0 _ S に T i N を複合化させ、有害な単独の T i N を生成 し難 くすること

ができる。

実験的に検討 した結果、単独 T i N の生成 を防止するため、 Τ ί 含有量は

0 . 0 0 5 % 未満に制限する。

Τ ί 含有量は、好ま しくは 0 . 0 0 3 % 以下である。

Τ ί 含有量の下限は 0 % を含むが、工業的に安定 して低減することは難 し

く、 0 . 0 0 0 5 % が工業的下限である。

[0049] Ν ：0 . 0 1 5 % 以下

Ν は、不純物であ り、窒化物 を形成 して耐疲労特性 を劣化させ、 また、歪

時効 によって延性及び靭性 に悪影響 を及ぼす。

Ν含有量は、 0 . 0 1 5 % を超えると、弊害が顕著 となるので、 0 . 0 1

5 % 以下、好ま しくは 0 . 0 1 0 % 以下、 さらに好ま しくは 0 . 0 0 8 % 以

下に制限する。

Ν含有量の下限は 0 % を含むが、工業的に安定 して低減することは難 しく

、 0 . 0 0 2 % が工業的下限である。

[0050] Ρ ：0 . 0 3 % 以下

Ρ は、不純物であ り、結晶粒界に偏祈 して疲労寿命 を損ねる元素である。

Ρ 含有量が 0 . 0 3 % を超えると、疲労寿命の低下が著 しいので、 0 . 0

3 % 以下、好ま しくは 0 . 0 2 % 以下に制限する。

Ρ 含有量の下限は 0 % を含むが、工業的に安定 して低減することは難 しく

、 0 . 0 0 1 % が工業的下限である。

[0051 ] S ：0 . 0 3 % 以下



s は、不純物であり、硫化物を形成する元素である。

S 含有量は、 0 . 0 3 % を超えると、粗大なM n S が生成 し、疲労寿命を

損ねるので、 0 . 0 3 %以下、好ましくは0 . 0 1 %以下に制限する。

S 含有量の下限は0 % を含むが、工業的に安定 して低減することは難 しく

、 0 . 0 0 1 %が工業的下限である。

[0052] 以上が本実施形態に係るばね鋼の基本的な成分組成であり、残部は、鉄及

び不純物のみからなる。

なお、 「残部は、鉄及び不純物のみからなる」における 「不純物」とは、

鋼を工業的に製造する際に、原料としての鉱石、スクラップ、または製造環

境などから混入するものを指す。

ただ し、上述の元素に加え、以下の元素を選択的に含有 してもよい。

以下、選択元素について説明する。

[0053] 本実施形態に係るばね鋼は、C r ：2 . 0 %以下、C u ：0 . 5 %以下、

N i ：3 . 5 %以下、M o ：1 . 0 %以下、W ：1 . 0 %以下、及び、 B ：

0 . 0 0 5 %以下の 1種以上を含有 してもよい。

[0054] C r ：2 . 0 %以下

C r は、強度を向上させ、また、焼入れ性を高めて疲労寿命を向上させる

のに有効な元素である。

焼入れ性や焼戻 し軟化抵抗を必要とする場合に、 「を 0 . 0 5 %以上含

有させるとその効果を安定 して発揮させることができる。

特に、優れた焼戻 し軟化抵抗を得るためには、〇 「を0 . 5 %以上、好ま

しくは0 . 7 %以上含有させる。

[0055] —方、C r は、含有量が 2 . 0 % を超えると鋼材の硬さが上昇 して冷間加

ェ性が劣化するので、 2 . 0 %以下の含有量とする。

特に、冷間でコィリングする場合、その加工での安定性を高めるには、 1

. 5 %以下のC r 含有量が好ましい。

[0056] C u ：0 . 5 %以下

C u は、焼入れ性に影響するが、それ以上に、耐食性や脱炭抑制に効果の



ある元素である。

C u 含有量が 0 . 1 % 以上、好ま しくは 0 . 2 % 以上であれば、腐食や脱

炭を抑制する効果が発現する。

[0057] しか し、 C u を多量に含有すると熱間延性の低下を招 き、錶造、圧延ゃ鍛

造などの製造工程での割れゃ疵の原因となるので、 C u 含有量は 0 . 5 % 以

下、好ま しくは、 0 . 3 % 以下とする。

C u による熱間延性の低下は、後述の通 り、 N ί を含有させることで緩和

することができ、 C u 含有量 Ν ί 含有量 とすると、熱間延性の低下を抑制

し、良品質を維持することができる。

[0058] N i ：3 . 5 % 以下

N i は、鋼の強度及び焼入れ性の向上に有効な元素である。 N i 含有量を

0 . 1 % 以上 とすることで、 この効果が発現する。

[0059] N i は、焼入れ後の残留才一ステナイ 卜量にも影響 し、 N ί 含有量が 3 .

5 % を超えると、残留オーステナイ ト量が大きくな り、焼入れ後も軟質のま

まで、ばねとしての性能が不足する場合がある。

このように、 Ν ί 含有量が 3 . 5 %超 になると、製品材質の不安定を招 く

ので、 Ν ί 含有量は 3 . 5 % 以下とする。

[0060] 加えて、 Ν ί は高価な元素であ り、製造コス トの観点か ら抑制することが

好ま しい。

残留オーステナイ トや焼入れ性の観点か ら、 Ν ί 含有量は 2 . 5 % 以下が

より好ま しく、 1 . 0 % 以下がさらに好ま しい。

[0061 ] C u を含有 した場合、 N ί は、その弊害を抑制する効果がある。

即ち、 C u は、鋼の熱間延性を低下させる元素であ り、 しば しば熱間圧延

や熱間鍛造において割れゃ疵の原因になる。

[0062] しか し、 Ν ί を含有すると、 C u との合金相を形成 し熱間延性の低下を抑

制する。

C u が混入 している場合、 N i 含有量は 0 . 1 % 以上が好ま しく、さらに

、 0 . 2 % 以上が好ま しい。



また、C u との関係においては、C u 含有量 Ν ί 含有量が好ましい。

[0063] Μ ο ： . 0 %以下

M o は、焼入れ性を高める元素であり、また、焼戻 し軟化抵抗の向上にも

有効な元素である。

特に、焼戻 し軟化抵抗を高めるためには、M o 含有量を0 . 0 5 %以上と

する。M o は、鋼中でM o 系炭化物を生成する元素でもある。

[0064] M o 系炭化物が析出する温度は、 V 等の炭化物に比べると低 く、比較的低

温で焼戻す高強度のばね鋼に対 して有効な元素である。

この効果は、 0 . 0 5 %以上のM o 含有量で発現する。M o 含有量は、好

ましくは、 0 . 1 %以上である。

[0065] —方、M o 含有量が 1 . 0 % を超えると、熱間圧延や、加工前の熱処理で

の冷却時に過冷組織を生 じ易くなる。

置き割れや加工時の割れの原因となる過冷組織の生成を抑制するため、M

o 含有量は 1 . 0 %以下、好ましくは、 0 . 7 5 %以下とする。

[0066] また、ばね製造時の品質のばらつきを抑制 し、製造安定性を確保すること

を重視すると、M o 含有量は0 . 5 %以下が好ましい。

さらに、冷却時の温度ばらつき—変態ひずみを精密に制御 して形状精度を

安定させるためには、M o 含有量は0 . 3 %以下が好ましい。

[0067] W ：1 . 0 %以下

Wは、M o と同様、焼入れ性及び焼戻 し軟化抵抗の向上に有効な元素であ

り、かつ、鋼中で炭化物として析出する元素である。

特に、高い焼戻 し軟化抵抗を得るためには、W含有量を0 . 0 5 %以上、

好ましくは、 0 . 1 %以上とする。

[0068] —方、W含有量が 1 . 0 % を超えると、熱間圧延や、加工前の熱処理での

冷却時に過冷組織が生 じ易くなる。

置き割れや加工時の割れの原因となる過冷組織の生成を抑制するため、W

含有量は 1 . 0 %以下、好ましくは、 0 . 7 5 %以下とする。

[0069] B ：0 . 0 0 5 %以下



B は、微量の含有量で、鋼材の焼入れ性を高める元素である。

また、母材が高 C 材である場合、 B は、熱間圧延後の冷却過程でボロン鉄

炭化物を生成 し、 フェライ 卜の成長速度を増加させ、軟質化を促進する。

[0070] さ らに、 B は、 0 . 0 0 0 5 % 以上含有させることにより、才一ステナイ

卜粒界に偏析 して P の偏析を抑制するので、粒界強度を向上させ、 これによ

り、疲労強度、衝撃強度の向上にも寄与する。

[0071 ] しか し、 B 含有量は、 0 . 0 0 5 % を超えると、その効果が飽和 し、錶造

、圧延、及び、鍛造などの製造時に、マルテンサイ 卜やべイナィ 卜などのい

わゆる過冷組織が生成 し易 く、製品の製造性や衝撃強度を劣化させることが

あるので、 0 . 0 0 5 % 以下、好ま しくは、 0 . 0 0 3 % 以下とする。

[0072] 本実施形態に係るばね鋼は、さらに、質量％で、 V ：0 . 7 % 以下、及び

、 N b ：0 . 0 5 % 以下の 1種以上を含有 してもよい。

[0073] V ：0 . 7 % 以下

V は、鋼中のC 、 N と結びついて、窒化物、炭化物、炭窒化物を生成する

元素で、通常、円相当径が 0 . 2 未満の微細な V の窒化物、炭化物、炭

窒化物 とな り、焼戻 し軟化抵抗の向上、降伏点の上昇、及び、旧オーステナ

ィ 卜の微細化に有効である。

[0074] V は、焼戻 しにより鋼材中に十分に析出させると、硬度や引張強度を上昇

させることができるので、必要に応 じて含有させる選択元素 とする。

これ らの効果を得るためには、 V 含有量を 0 . 0 5 % 以上、好ま しくは、

0 . 0 6 % 以上 とする。

[0075] 一方、 V 含有量が 0 . 7 % を超えると、炭化物や炭窒化物が、焼入れ前の

加熱でも十分に溶解せず、粗大な球状炭化物 として、いわゆる未溶解炭化物

として残留 し、加工性ゃ耐疲労特性を損なうので、 0 . 7 % 以下とする。

[0076] V を過剰に含有させると、加工前に、割れや伸線時の断線の原因となる過

冷組織が生 じ易 くなるので、 V 含有量は 0 . 5 % 以下が好ま しい。

ばね製造時の品質のばらつきを抑制 し、製造安定性を確保することを重視

すると、 V 含有量は 0 . 3 % 以下が好ま しい。



[0077] また、 V は、残留オーステナイ トの生成に大きく影響する元素であるので

、精密に制御する必要がある。

即ち、他の焼入れ性向上元素、例えば、 M n 、 N ί 、 Μ ο 、及び、Wの 1

種以上を含有する場合、 V 含有量は 0 . 2 5 % 以下が好ま しい。

[0078] N b ：0 . 0 5 % 以下

N b は、鋼中のC 、 N と結びついて、窒化物、炭窒化物、炭化物を生成す

る。

N b は、微量でも、 N b を含有 しない場合に比べて、粗大粒の生成抑制に

極めて有効である。

このような効果は N b 含有量を 0 . 0 0 5 % 以上 とすることで発現する。

[0079] —方、 N b は、熱間延性を低下させる元素であ り、過剰に含有すると、錶

造、圧延、鍛造における割れの原因とな り、製造性を大きく損なう。

そのため、 N b 含有量は 0 . 0 5 % 以下とする。

さらに、冷間コィ リング性等の加工性を重視する場合には、 N b 含有量を

0 . 0 3 % 未満、さらには、 0 . 0 2 % 未満 とすることが好ま しい。

[0080] 本実施形態に係るばね鋼は、さらに、質量％で、 C a : 0 . 0 0 2 0 % 以

下を含有 してもよい。

[0081 ] C a ：0 . 0 0 2 0 % 以下

C a は、強力な脱硫作用を有 し、 M n S の生成を抑制するには効果がある

ため、脱硫の目的で、 0 . 0 0 0 1 % 以上含有 してもよい。

しか しなが ら、 C a は、鋼中の R E M —A I _ 0 介在物又は R E M —A I

_ 0 _ S 介在物がC a を吸収 し、 R E M _ C a _ A I _ 0 又は R E M _ C a

- A I _ 0 _ S を形成する。

[0082] R E M - A I _ 0 及び R E M —A I _ 0 _ S に比べて、 R E M _ C a _ A

I _ 0 及び R E M _ C a _ A I _ 0 _ S は、酸素含有量の多い酸化物主体の

場合にはその大きさが大きくなる傾向にある。さらに、 R E M _ C a _ A I

_ 0 及び R E M _ C a _ A I _ 0 _ S は、 T i N を複合析出させる能力が劣

るので、 Τ ί N の無害化の観点か らは、 C a は少ない方が好ま しい。



この理由は、 R E M —C a —A I —0 及び R E M —C a —A I —0 —S は

、 R E M —A I _ 0 及び R E M —A I _ 0 _ S に比べて、 T i N との結晶格

子構造の類似性が劣るためと推定される。

[0083] また、鋼中のC a 含有量が 0 . 0 0 2 0 % を超えると、低融点のA I —C

a _ 0 酸化物が多く生成 し、圧延などにより延伸 して粗大な介在物となり、

疲労蓄積源や破壊起点となる。

それ故、C a は選択元素とし、 0 . 0 0 0 1 %以上、 0 . 0 0 2 0 %以下

とする。

[0084] 次に、介在物による疲労寿命への影響について説明する。

本発明者 らは、鋭意検討の結果、

( 1 ) 図 1 に示すように、 R E M、 0 、及び、 A I を含む介在物、又はR E

M、 0 、 S 、及び、 A I を含む介在物にT i N が付着 した、最大径 2 以

上の複合介在物を、 0 . 0 0 4 個/ m m 2以上含有することにより、単独で析

出するT i N の生成が抑制され、疲労寿命の向上が図れること、

( 2 ) 但 し、上記の複合介在物であっても、その円相当径が4 0 m を超え

る寸法のものが観察されるようになると、疲労強度が低下する傾向にあるこ

と、及び、

( 3 ) 上記の複合介在物とは別に単独で存在する、疲労寿命に及ぼす悪影響

が等価である下記の介在物 （a ) 、 （b ) 、 ( c ) の合計数が 1 0 個 m m 2

以下であれば、良好な疲労寿命が得 られること、

を実験的に知見 した。

( a ) 最大長 1 0 ί m以上のM n S (延伸 したM n S )

( b ) 最大径 1 0 m以上のアルミナクラスタ一

( c ) 最大径 1 m以上のT i N (単独のT i N )

[0085] 本実施形態に係るばね鋼中では、アルミナがR E M _ A I _ 0 に改質され

るので、耐疲労特性などに有害なアルミナクラスタ一の生成が抑制される。

また、 S が R E M —A I —0 —S として固定されるため、延伸 して、耐疲

労特性などを劣化させるM n S の生成が抑制される。



[0086] さ らに、例えば、図 1 に示すように、 R E M —A I —0 —S に T i Ν が複

合化 し、 R E M _ A I _ 0 _ S _ ( T i N ) を主たる構造 とする略球状の複

合介在物が生成するので、疲労寿命に悪影響を及ぼす単独で析出するT i N

の生成が抑制される。

[0087] その結果、 （a ) 最大長 1 0 m以上のM n S (延伸 したM n S ) 、 （b

) 最大径 1 0 m以上のアル ミナクラスタ一、及び （c ) 最大径 1 m以上

の Τ ί N (単独の Τ ί Ν ) 、の合計の個数密度が 1 0 個 / m m 2以下に抑制さ

れ、疲労寿命が改善される。

[0088] 次 に、本実施形態に係るばね鋼の製造方法について説明する。

[0089] 本実施形態に係るばね鋼用の溶鋼を精鍊する際、脱酸剤の投入順序 と脱酸

時間が重要である。

本製造方法においては、 まず、 A I を用いて脱酸を行い、 T . 0 (全酸素

量）を 0 . 0 0 3 % 以下とする。

次いで、 R E M を用いて 5 分以上脱酸 して、真空脱ガスを含む取鍋精鍊を

行 う。

[0090] R E M での脱酸に先立 って、 A I 以外の元素を用いて脱酸すると、酸素量

を安定 して下げることができない。 また、 A I を用いた脱酸後に、 R E M を

用いて脱酸することで、 R E M —A I —0 又は R E M —A I —0 —S に、 T

i N が付着 した複合介在物が生成 しやす くなる。

また、 R E M の添加後 5 分未満の脱酸では、アル ミナを充分に改質するこ

とができない。

本製造方法においては、上記の順序で脱酸剤を添加することにより、 R E

M - A I _ 0 介在物が生成 し、有害なアル ミナの生成が抑制される。

[0091 ] R E M の添加にはミッシュメタル （希土類元素の混合物）などを用いるこ

とができ、例えば塊状のミッシュメタルを溶鋼に添加すればよい。

なお、精鍊末期に、 C a _ S ί 合金又はC a 0 _ C a F 2フラックスなどの

添加により、 C a による脱硫を適宜行 うことも可能である。

[0092] 取鍋精鍊された溶鋼中の、脱酸で生 じた R E M —A I _ 0 又は R E M —A



l —O — S は、比重が約 6 であり、鋼の比重の 7 に近いため、溶鋼中で浮上

分離 し難い。

それ故、錶型内に溶鋼が注入された際には下降流により錶片未凝固層深 く

まで侵入 して、錶片の中心部に偏析 し易い。

[0093] 錶片の中心部に、 R E M —A I _ 0 又はR E M —A I —0 —S が偏析する

と、錶片の表層部にR E M —A I _ 0 又はR E M —A I _ 0 _ S が不足する

ため、 R E M —A I —0 又はR E M —A I —0 —S にT i N が付着 した複合

介在物を生成することが困難になる。 したがって、 T i N の無害化効果が、

製品の表層部で損なわれる。

そこで、 R E M —A I —0 及び R E M —A I —0 —S の偏析を防止するた

めに、本製造方法では、錶型内の溶鋼を水平方向に撹拌 して旋回させ、介在

物の均一分散を図る。

[0094] 本製造方法においては、錶型内旋回を0 . 1 m/ 分以上の流速で行い、 R

E M - A I _ 0 及び R E M —A I _ 0 _ S の均一分散を図る。

錶型内旋回の速度が 0 . 1 m/ 分未満では、 R E M —A I _ 0 及び R E M

- A I —0 —S が均一に分散する効果が小さい。

撹拌手段としては、例えば、電磁力などを適用すればよい。

[0095] 次に、錶造 した鋼に均熱化処理を施 し、その後、分塊圧延を行う。

均熱化処理においては、 1 2 5 0 ~ 1 2 0 0 °Cの温度域で 6 0 秒以上保持

して、上述の複合介在物を得ることができる。

[0096] この温度域が、 R E M —A I _ 0 及び R E M —A I —0 —S への Τ ί N の

複合析出が開始する範囲であり、この温度域で、 Τ ί Ν をR E M —A I —0

又はR E M —A I _ 0 _ S の表面で充分に成長させる。単独で析出するT i

N を抑制するためには、 1 2 5 0 ~ 1 2 0 0 °Cの温度域で 6 0 秒以上の保持

が必要である。

このことを、本発明者 らは実験的に知見 した。

[0097] なお、通常は、 1 2 5 0 ~ 1 2 0 0 °Cの温度で加熱すると、 T i N は固溶

する。



しか し、本実施形態に係るばね鋼では、C が、 0 . 4 %以上、 0 . 9 %未

満と高いために、セメンタイ トが多く存在するので、セメンタイ ト中のNの

溶解度が低 く、この関係で、 Τ ί N が、 R E M —A I _ 0 又はR E M —A I

_ 0 _ S 上に析出成長することが考えられる。

[0098] ばねの成形法として、熱間成形法及び冷間成形法の二種類が用いられる。

熱間成形法は、分塊圧延および線材圧延で線材を製造 した後、真円度を整

えるためにわずかな伸線加工を行い鋼線とする。そして、鋼線を加熱 して 9

0 0 0 5 0 °Cの熱間でばね形状に成形 した後、 8 5 0 ~ 9 5 0 °Cでの焼

入れと、 4 2 0 ~ 5 0 0 °Cでの焼戻 しの熱処理により、強度を調整する。

[0099] 一方、冷間成形法は、分塊圧延および線材圧延の後、真円度を整えるため

にわずかな伸線加工を行い鋼線とする。そして、ばね形状に成形するに先立

ち、鋼線を加熱 して 8 5 0 ~ 9 5 0 °Cでの焼入れと、 4 2 0 ~ 5 0 0 °Cでの

焼戻 しの熱処理により鋼線の強度を調整する。その後、室温でばね形状に成

形を行う。

[01 00] この後、必要に応 じてショットピ一ニングを行い、また、メツキや樹脂塗

装などを表面に施 し、製品とする。

実施例

[01 0 1 ] 次に、本発明の実施例について説明するが、実施例での条件は、本発明の

実施可能性及び効果を確認するために採用 した一条件例であり、本発明は、

この一条件例に限定されるものではない。

本発明は、本発明の要旨を逸脱せず、本発明の目的を達成する限りにおい

て、種々の条件を採用 し得るものである。

[01 02] 取鍋精鍊での真空脱ガスにおいて、金属A し ミッシュメタル、C a _ S

i 合金、C a O : C a F 2= 5 0 : 5 0 (質量比）のフラックスを使用 して、

表 1 に示す条件で精鍊 し、表 2 、表 3 に示す成分組成からなる溶鋼を得、連

続錶造装置により3 0 0 m m角の錶片に錶造 した。

[01 03] その際、表 1 に示す条件で電磁撹拌による錶型内旋回を行い錶造 し、プル

—厶を製造 した。



プル一厶を、 1 2 0 0 ~ 1 5 0 °C で、表 1 に示す時間加熱 して分塊圧延

を行い、 1 6 0 m m X 1 6 0 m m の ビレッ トと した。 ビレッ トを、 1 1 0 0

°C に再度加熱 して、棒鋼圧延 し直径 1 5 m m の棒鋼 と した。

さ らにその棒鋼か ら切 り出 したサ ンプル を、 9 0 0 °C X 2 0 分の焼入れ と

、 4 5 0 °C X 2 0 分の焼戻 し熱処理 を施 し、 その後、水冷 し、線材の硬度 を

ピツカ一ス硬度で 4 8 0 5 2 0 に調整 した。

[01 04] その後、仕上 げ加工 によ り、 J I S Z 2 2 7 4 ( 1 9 7 8 ) 金属材料の

回転曲げ疲れ試験方法 1 号試験 片 （全長 8 0 m m、 つかみ部長 さ 2 0 m m、

つかみ部径 D 。= 1 2 m m、平行部径 d = 6 m m、平行部長 さ L = 1 0 m m )

を作製 した。

さ らに、 3 % N a C I + 0 . 3 % チ才シアン酸 アンモニゥ厶水溶液 中で試

験 片を陰極 と して電解チャージ して、 0 . 2 ~ 0 . 5 p p m の水素 を鋼 中に

含 ませた。

[01 05] チ ャージ後、 Z n め っきを施 して水素 を試験 片中に封入 した。 その試験 片

を、小野式回転曲げ疲労試験機 を用いて、 J I S Z 2 2 7 3 ( 9 7 8 )

に準拠 した両振 り応力繰 り返 し応力による回転曲げ疲労試験 に供 し、 5 X

0 5までの疲労限での負荷応力を評価 した。

[01 06] また、試験 片の延伸方向の断面 を鏡面研磨 し、選択的定電位電解エ ツチ ン

グ法 （S P E E D 法）で処理 した後、表面か ら半径の 1 / 2 深 さを中心 に半

径方向に 2 m m幅、圧延方向長 さ 5 m m の範囲の鋼 中の介在物 を走査型電子

顕微鏡で観察 し、 E D X を用いて介在物の組成 を分析 し、試料の 1 0 m m 2内

の介在物 を計数 して個数密度 を測定 した。

[01 07]



[ 表 1]

：CaO フラックス 込ん こと 示



[ 表 2]



[ 表 3]

その結果 を表 4 に示す。

実施例 1 ~ 2 8 における酸化物介在物 は、図 1 に示すような、 R E M _ A



I _ 0 又は R E M — A I _ 0 _ S に T i N が付着 した複合介在物 とな ってい

て、最大径 1 0 m 以上のアル ミナクラスタ一は含 まなか った。最大長 1 0

m 以上の M n S 、及び、最大径 1 以上の T i N の合計個数 は、表 4 に

示すように、 1 0 個 / m m 2以下であ った。

[01 11] また、実施例 1 ~ 2 8 において、回転曲げ疲労試験 による疲労強度 は、比

較例 1 ~ 7 に比べ、数十 M P a 以上高 く、良好な耐疲労特性が得 られている

ことが解 る。

[01 12 ] 比較例 1 では、 A I のみが添加 され、 R E M は添加 されなか った ことに起

因 し、 アル ミナクラスタ一、 M n S 、及び、 T i N が多数存在 した。

比較例 2 では、 R E M 含有量が少なか った ことに起因 し、 アル ミナクラス

タ一、 M n S 、及び、 T i N が多数存在 した。

比較例 3 では、 S 含有量が多か つた ことに起因 し、 M n S が多数存在 した

比較例 4 では、 R E M 添加後の還流時間が短か つた ことに起因 し、 アル ミ

ナクラスタ一、 M n S 、及び、 T i N が多数存在 した。

比較例 5 では、錶型内の旋回流速が低か った ことに起因 し、 R E M _ A I

_ 0 又は R E M — A I _ 0 _ S が錶 片の中心近傍 に偏析 し、表層部 に T i N

が多数存在 した。

比較例 6 では、 1 2 5 0 ~ 1 2 0 0 °C 域の保持時間が短か つた ことに起因

し、 Τ ί Ν が多数存在 した。

比較例 7 では、 R Ε Μ 含有量が多か つた ことに起因 し、 Τ ί Ν が付着 した

複合介在物の最大径が大 きくな った。

[01 13 ] 以上の比較例では、上述の介在物の影響 によ り、製品の疲労強度がいずれ

も不良であ った。

[01 14]



[ 表 4 ]

産業上の利用可能性

本発明によれば、 ばね鋼 において、 アル ミナを R E M — A I _ 0 に改質 し

て酸化物の粗大化 を防止することがで き、 また、 S を R E M — A I — 0 — S



と して固定化 して粗大 M n S を抑制で き、 さ らに、 R E M — A I — 0 — S の

介在物 に T i N を複合 させることによ り、単独で析 出する T i N の個数密度

を減 らす ことがで きるので、耐疲労特性 に優れたばね鋼 を提供することがで

きる。

よって、本発明は、産業上の利用可能性が高い。

符号の説明

A R E M - A I - O - S

B R E M — A I _ 0 _ S の表面上 に複合析 出 した T ί N

C 初析セメンタイ ト



請求の範囲

[ 請求項 1] 化学組成が、質量％で、

C ：0 . 4 % ~ 0 . 9 % 未満、

S i ： . 0 ~ 3 . 0 % 、

M n ：0 . ~ 2 . 0 % 、

A I : 0 . 0 1 ~ 0 . 0 5 % 、

R E M : 0 . 0 0 0 ~ 0 . 0 0 5 %

T . 0 : 0 . 0 0 0 ~ 0 . 0 0 3 %

T i ：0 . 0 0 5 % 未満、

N ：0 0 5 % 以下、

P ：0 0 3 % 以下、

S ：0 0 3 % 以下、

C r 0 % ~ 2 . 0 % 、

C u 0 % ~ 0 . 5 % 、

N i 0 % ~ 3 . 5 % 、

M o 0 % ~ . 0 % 、

W ：0 ~ . 0 % 、

B ：0 ~ 0 . 0 0 5 % 、

V ：0 ~ 0 . 7 % 、

N b ：0 ~ 0 . 0 5 % 、

C a ：0 ~ 0 . 0 0 2 0 % 、

残部 ：鉄及び不純物

であ り、

E M 0 、及び、 A I を含む介在物 に T i N が付着 した、最大径

2 m 以上の複合介在物 を、 0 . 0 0 4 個 / m m 2 ~ 1 0 個 / m m 2

含有 し、前記複合介在物の最大径が 4 0 m 以下であ り、

最大径 1 0 m 以上のアル ミナクラスタ一、最大長 1 O m 以上の

M n S 、及び、最大径 1 m 以上の T i N の合計の個数密度が 1 0 個



m m 2以下である

ことを特徴 とするばね鋼。

[ 請求項2] C r ：0 . 0 5 % 以上、 2 . 0 % 以下、

C u ：0 . % 以上、 0 . 5 % 以下、

N i ：0 . % 以上、 3 . 5 % 以下、

M o ：0 . 0 5 % 以上、 1 . 0 % 以下、

W ：0 . 0 5 % 以上、 1 . 0 % 以下、

B ：0 . 0 0 0 5 % 以上、 0 . 0 0 5 % 以下、

V ：0 . 0 5 % 以上、 0 . 7 % 以下、

N b ：0 . 0 0 5 % 以上、 0 . 0 5 % 以下、及び

C a ：0 . 0 0 0 % 以上、 0 . 0 0 2 0 % 以下

か らなる群か ら選択 された 1 種以上の元素 を含有することを特徴 とす

る請求項 1 に記載のばね鋼。

[ 請求項3] 請求項 1 に記載の化学組成の溶鋼 を、真空脱 ガスを含む取鍋精鍊で

製造する際、 まず、 A I を用いて脱酸 を行い、次いで、 R E M を用い

て、 5 分以上脱酸する工程 と、

前記溶鋼 を錶型内で錶造する際、前記錶型内で、前記溶鋼 を、水平

方向に 0 . 1 m / 分以上で旋回させる工程 と、

前記錶造で得た錶 片を、均熱化処理で、 1 2 5 0 ~ 1 2 0 0 °C の温

度域で 6 0 秒以上保持 し、 その後、分塊圧延する工程 と、

を備 えることを特徴 とする請求項 1 に記載のばね鋼の製造方法。

[ 請求項4] 請求項 1 に記載のばね鋼か ら成 ることを特徴 とするばね。
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